
「業務改善助成金」申請フローチャート（H29 年度用） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆提出書類 
・交付申請書（様式第 1 号） 
・国庫補助金所要額調書（様式第 1 号別紙 1） 
・事業実施計画書（様式第 1 号別紙 2） 
・法人登記簿謄本 
・直近 2 年間の消費税及び地方消費税 納税証明書 
・直近 2 年間の法人税 納税証明書（個人の場合所得税） 
・全労働者の申請前６か月間の賃金台帳の写し 
・全労働者の申請前６か月間のタイムカードの写し 
・申請書を提出する時点での就業規則の写し 
・月給者の月額を時間額に換算するための資料 
・見積書（2 社以上） 
・その他 労働局が指示した書類 
＊詳細は提出書類チェックリストをご確認ください。 

◆提出書類 
・事業実績報告書（様式第 9 号） 
・国庫補助金精算書（様式第 9 号別紙 1） 
・事業実施結果報告（様式第 9 号別紙 2） 
・全労働者の賃金台帳、タイムカードの写し 

（申請時提出分以降、引上げ後 1 回分まで） 
・改定した就業規則と意見書の写し 
・請求書及び領収書の写し 
・納品書等の写し 
・業務改善を確認できる書類 

（写真、工事完了報告書、資格証など） 
・その他 労働局が指示した書類 
 

◆提出書類 
・状況報告（様式第 8 号） 
・全労働者の賃金台帳、タイムカードの写し 
（実績報告提出分以降、交付決定日が 9 月末日までは年

度末まで、10 月 1 日以降は交付決定日から 6 ヶ月分まで） 
・その他 労働局が指示した書類 

◆提出書類 
・支払請求書（様式第 13 号） 

事前の電話相談等 

「交付申請書」 

提出 

◎賃金引上の実施 
◎業務改善の実施 

「実績報告」提出 

「助成金支払 
請求書」提出 

「賃金状況報告」

提出 

◎取得財産等の管理 

◎助成事業収支簿の保存 

不交付 

交付決定通知 

申請書審査 

交付 

交付額確定通知 

助成金の支払 

不交付決定通知 

※報告期限注意 

※提出期限注意 

※報告期限注意 

事業完了が遅れる 

NO 

 

NO 

事業中止・廃止 

NO 

事業計画の変更 YES 

YES 事業中止・廃止承認申請 

YES 
事業完了予定期日変更報告 

承認通知 

「仕入控除税額報告書」提出 

※ 申請を取り下げる場合は、

交付決定の通知を受けた日か

ら 15 日以内に、任意の様式に

て届け出ること 

審査 

労働局長の承認 

仕入れ控除税額が確定した場合 取得財産を処分する場合 
※期間注意 

事業計画変更申請 
※ 事業計画の内容を変更する場合は、事前に労働局雇用環境

均等室に変更申請すること。計画変更の承認を受けずに変更し

た場合には、交付決定が取消しとなる場合があること 

※ 申請期限：平成 30 年 1 月 31 日 

事業完了日から起算して 1 月以内または 
平成 30 年 4 月 10 日のいずれか早い日まで 

※ 年度をまたぐ変更は不可 

・交付決定日が 9 月 30 日以前 
 会計年度末日経過後 1 月以内 
・交付決定日が 10 月 1 日以降 
 交付決定日から 6 月経過後 1 月以内 


